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｢緊急性がある場合.すなわち,争われている権利 に対 して回復 L得ない損害 (un









急迫 した緊急性はないと主張 した｡口頭弁論においてセネガルは,アプレ氏に対する監視 ･
監督を終了 しか -ことを認めており,さらに訴訟手続中はアプレ氏の出国を認めないこと
を公式に宣言 した (asolennelementdeclar鉦 他方でベルギーは,当該公式宣言によって
仮保全請求が目的を失うことを認めているQ｢目頭弁論中,セネガルは,裁判所の確定判決
があるまでアプレ氏のセネガルからの出国を認めないという点について公式な形で散在に




















と類似 しているが,他方で,手続法の観点からは,大へルト捌 束事件 (1991年)やパルプ
工場事件 (2006年.2007年)と類似 した事件であった｡
捕) 本件命令の言渡し時, 3名の判事 (ハーケンソール.キース,トムカ)が欠席している｡















































































































































令2008年)で ICJは,関連性要件を単独で定式化 したoすなわち,仮保全権利 (仮保全措
とした上でr32',原告 (グルジア)が ｢仮保全請求で接起 した権利は事件の本案と十分な開
¢61杉原高嶺 『国際司法裁判制度』(有斐閣 1996年)282-285頁｡







但gj4秒 rerelahueadesuslneSdepdtea妙 ,rsurlej7eu乙" ,ruguay(ArgenLIneC･Uruguay)I O
DemandeenLndlCatlOndemesuresconservato】res,OrdonnanCedu23Janv】er2007,para｡27








































































































は,提訴時点で ｢紛争｣が存在したと述べつつ (47項),硯時点 (仮保全命令時点)におい
ても紛争が ｢存続｣することを確認している (48項)Uすなわち,拷問栗山条約7条の義務
の履行期F乱 当該義務の違反を評価するための関連状況 (財政的 ･法的課題等)に関する
問題があり,セネカルによる義務履行方法についても見解を異にしているため,｢拷問禁止
条約30粂上の紛争が存続していることは一見したところ明らかである｣というのである(令
令48項)｡
ところが,この判断に関しては疑関が残るOというのも,撞訴時の ｢紛争｣(47項)と現
ノヽ
七 /451JolntDeclarationoHudgesKoromaandYILSuf.para10.
(46)TbLd.,para.10
t47)NucleayTest∫Case(AIJヾ/Yalz-au.France).Judgmentof201)ecember1974,I.CJRez'('rts1974,
p.269(para.51).
r48)ActeinLroductlVed'lnStanCedelaBelgi｡uedL16fevrier2009.para16.
日9)Opln10nlrldlV】dueledeM.lejugeadhncSur,para.13
伽)lbld.,para.15.
12
同 法 (59-1)
時点の ｢紛争｣(48項)の内容が変質しており,ICJ白身,｢提訴時から射程を変えつつ｣
紛争が存続すると述べているのである (命令48項),この点で,共同個別意見は,両 ｢紛
争｣の間の連続性を否認し,提訴時の紛糾 紬 続していないと主張している'511｡また,セ
ネガルがアプレ氏の即時訴追を繰り返し宣言していることから,｢現時点｣においても,両
国間の紛争は存在していないという意見も見られるL52-｡
以上のように.ICJはベルギーの本案請求に関する ｢紛争｣を自ら変質させ.提訴時の
ものとは異なる ｢紛争｣の存続を認定した,Jただし,仮保全段階では,管轄権の根拠とな
る ｢紛争｣の存在は.pnmafacleに認定されれば十分であることから,今後の手続におい
て,改めて当事国間の新たな紛争が認定されLElIす可能性は否定し得ない,J
〔51)JolntSeparateOplnlOnOfJudgesAl-KhasaWnehandSkotnlkov.para.4.
62)OplnlOnlndlVldueledeM leJugeadA(ノCSur.para15.
13
186
